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〈書評論文〉

福祉国家が存続する理由
一 ・民主国家 における世論の重要性

Clem Brooks and Jeff Manza, 
 Why Welfare States Persist:

The Importance of Publ is Opinion in Democracies

(University of Chicago Press, 2007)

池 田 裕

1本 書の概要

本稿は、アメリカの社会学者であるクレム ・ブルックス とジェフ ・マ ンザが、2007年 に

発表 した共著 についての書評論文であ る。本書が出版 された時点か ら現在 に至 るまで、ブ

ル ックスはインディアナ大学ブルー ミン トン校、マ ンザはニュー ヨーク大学で、それぞれ

教授の地位 にある。二人はともに1990年 代 中葉にカ リフォルニ ア大学バー クレー校で博

士号 を取得 し、共同研究 を精力的に発表 している。本書 は、そ うした彼 らの2冊 目の共著

である。

計量分析 を駆使する本書 は、序論 とそれに続 く七つの章で構成される。それぞれの見出

しは、序論が 「福祉 国家 ・世論 ・埋 め込 まれた選好」、第1章 が 「世論 の捕捉」、第2章 が

「政策選好は福祉 国家の差異 を説明す るのか」、第3章 が 「縮減・再編 ・存続」、第4章 が 「収

敏の問題」、第5章 が 「福祉国家への選好 はどこか ら来 るのか」、第6章 が 「社会政策の応

答性の作用」、第7章 が 「埋め込 まれた選好 と福祉国家の軌道」 となっている。

本書は、現代福祉国家を支えているのは世論だという、単純かつ強力 な主張を展開する。

そこで用 いられるのは、国際社会調査プログラム(ISSP)と 経済協力開発機構(OECD)

が公 開 しているデー タセ ッ トか ら作成 された、「横 断時系 列デー タ」である。 ここには
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1980年 代 と1990年 代の国レベルの情報が1年 刻みで収集 されてお り、対象は16か 国であ

る。 このうち、 オース トラリア ・カナ ダ ・アイルラン ド・ニュージー ラン ド・イギ リス ・

アメリカ ・日本が 自由主義的 レジームに分類 され、オース トリア ・フランス ・ドイッ ・イ

タリア ・オランダ ・スペイン ・スイスが保守主義的 レジーム、 ノルウェー ・スウェーデ ン

が社会民主主義的レジームを、それぞれ代表するとされる。

こ うした福祉国家類型論が、 イエス タ ・エスピン=ア ンデルセ ンの比較福祉国家研究に

依拠 していることは言を侯 たない(Esping-Andersen1990=2001)。 エス ピン=ア ンデル

セ ンの有名 な研究は18か 国を対象 としていたが、 これ を本書 と比較す ると、前述の16か

国の うち、スペインを除 く15か 国が両者 に共通 してい る。 ブルックスとマンザは、「福祉

国家が存続する理由」 としての 「世論の重要性」 を強調す る点を本書の独 自性 として前面

に押 し出すが、本書がエスピン=ア ンデルセ ンに由来する福祉 レジームの概念を積極的に

動員 し、結果 としてその有効性 を改めて実証するような研究になってい ることも事実であ

る。以下ではその内容を、本稿の関心 に即 して紹介 してい くことにす る。

2世 論と政策の結びつき

ブル ックスとマ ンザは、比較福祉 国家研究 において世論が どのような位置 を占めて きた

か を描 き出す ことで、本書 の意義 を明 らかに しようとす る。第1章 で最初に取 り上げ られ

るのは、初期の研究を方向づけた近代化論 とネオマルクス主義、お よびグローバ ル化論で

ある。進化論的前提 を共有 し、福祉 国家の単線的な発展や縮減 を予測す る三つの理論 は、

現実に存在す る福祉 国家の多様性や頑健性 を説明できない経済還元主義 として批判 される。

こうした 「福祉国家の経済理論」を乗 り越 える 「福祉国家の政治理論」 として位置づけ

られ るのが、権力資源論 と新制度論である。権力資源論 によれば、福祉国家の発展は労働

者の階級動員の状況に規定 されている。政治勢力 としての労働組合 と左翼政党の影響力が

強いほ ど、彼 らの要求が議会 を通 じて実現 され、労働力の脱商品化が尤進す る。ただ し労

働者は歴史上、単独で有権者の過半数を占めるこ とはな く、農民階級や新中間階級 との政

治的連合 を形成する必要があった。福祉国家の発展はこうした階級連合の実現にかかって

お り、寛大 な福祉国家は、新 中間階級 を満足 させるような高水準の社会給付を行 うことで、

彼 らの支持 を取 り付 けるのであ る(Espillg-Andersen1990=2001)。

新制度論の唱導者の一人であるボー ・ロー トシュタインによれば、選別的福祉 国家にお

いては社会給付の対象が貧困層に限定 されるため、再分配の規模 は非常 に小 さ くなる。 ま

た富裕層は福祉 国家の恩恵を受けず、 もっぱ ら拠 出を求め られるため、再分配へ の抵抗 を
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強める。 さらに選別的プログラムは国家が市民を差別的に取 り扱 うことを含意 してお り、

正義の理念に反する。他方で普遍的福祉 国家においては、受給者の大部分が労働 を通 じて

拠出 してお り、社会政策の正統性 は高 まる。制度へ の信頼 を前提 とす る普遍的プログラム

は、社会政策への支持を失 った選別的福祉国家の市民 には受け入れ られない。この ように

して、福祉国家の差異は維持 される(Rothsteh12002)。

ブルックス とマ ンザは、こうした先行研究の知見 を概観 した うえで、次のような問題 を

提起す る。すなわち、権力資源論 と新制度論 は社会政策の形成において世論が果たす役割

を認識 していなが ら、そうした世論の影響力 を測定 しようとはしなかった。そ して本書は、

政策の応答性 に関す る研究 を比較福祉国家研究 に接続することで、この課題に挑戦す ると

される。 ここでいう政策の応答性 とは、世論が政策に反映 されるという現象を意味する。

ブルックス とマ ンザに よれば、世論 と政策の結びつ きには間接的な経路 と直接的な経路

が存在する。前者は、投票行動を通 じて有権者が政権担当者 を決定す ることで、世論が選

挙 を経由 して政策 に反映 されることを指 してい る。他方で後者は、政治家が実際の選挙 に

先立って世論 を推 し量 ることで、政策が世論 に規定 されることを指 している。再選可能性

を重視する政治家は、世論を社会政策の形成に取 り入れるイ ンセ ンテ ィブを持つのである。

こうした政策の応答性 を検証するのが第2章 である。ここでの分析は、社会支出を従属

変数とし、政策選好 を独立変数 としている。社会支出の測度 としては、現金給付 と現物給

付 の両方 に関 して、医療や年金 といった九つのカテゴリーの支出 を合計 した ものが用い ら

れる。政策選好の測度 としては、雇用機会の提供 と所得の不平等の縮小 とい う二つの社会

政策について、政府が担 うべ き責任 だと思 うかどうかを尋ねた質問への回答が用いられる。

福祉国家を支出の規模に還元す るこ とで生 じる問題 はよく知 られているが、ブルックス

とマ ンザ によれば、社会支 出の対GDP比 を福祉国家の測度 として用いることには、次の

ような三つの理由がある。第一に、多 くの実証研究に よって社会支出が貧困や不平等の水

準 に影響 を及ぼす ことが明 らか になってい る。第二 に、この測度を用いている先行研究 と

の比較が容易 になる。第三に、所得保障のみならず社会サー ビス も考慮 に入れることがで

きる。

横断時系列デー タの予備的分析による と、政策選好が強いほど寛大な福祉 国家が発達 し

ているという傾向が確認 される。そ して、社会支出に対す る効果がすでに実証 されている

ほかの要因を統制 した回帰分析の結果、政策選好が正の有意な効果を持ってお り、世論 と

政策が強 く結びついていることが示 される。 また一人当た りGDPと 移民率 は弱 い負の効

果、女性労働力率は正の有意な効果をそれぞれ有 してお り、先行研究の知見が再現されて

いる。
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左翼政党権力 といった政府の党派構成が政策選好の効果 をある程度は媒介する ものの、

政策選好 は社 会支出に独 立 した影響 を及ぼす。すなわち、政策の応答性 は間接的な経路 と

直接的な経路 の両方 において作用 している。統計モデルか らの予測によると、か りにノル

ウェーの政策選好の水準 を代入すれば、1997年 のアメリカの社会支出は6%ポ イン トも増

加す る。 このように政策選好は、社会政策の展開の方向を変える可能性 を秘めているので

ある。

3福 祉国家の存続と差異

政策選好が社会支出を強 く規定 しているとい う事実は、二つの可能性 を含意する。第一

に、か りに政策選好が安定 していれば、福祉国家の規模 も維持 される。第二に、か りに国

ごとの政策選好 に差異が存在す るならば、福祉国家の多様性 も維持 される。こうした仮説

を検証す ることが次の課題 となる。 まず第3章 では、福祉 国家の存続 とい う現象の背後に

ある機制が検討 される。経済のグローバル化が高水準の社会給付の持続 を困難に し、「底

辺への競争」 を惹起するとい う主張 はかつて一定の支持 を得ていたが、最近では、福祉 国

家の普遍的な衰退 とい うシナ リオは現実の ものではな く、海外直接投 資の負の効果 はとく

に誇張 されていたこ とが明 らかになってきた。

ブル ックスとマンザが指摘するように、福祉 国家の全面的な縮減 というのはまれな事象

であって、実際には多 くの福祉国家の規模は拡大 して きている。たしかに失業給付や疾病

給付のような特定のプログラムが削減されるのはよ くあることだが、こうした縮減がほか

のプログラムの拡大 によって しば しば相殺 され るとい う点については、研究者のあいだで

合意が得 られている。ブルックス とマ ンザは、社会支出に加 えて、社 会保障移転、給付の

寛大 さ、疾病給付、一人当た り公的医療支出とい う四つの追加的な測度を従属変数 とする

ことで、支出全体の趨勢 と特定分野の趨勢の両方を分析 し、安定 した政策選好に裏打ちさ

れた福祉国家の存続傾向を明 らかに してい く。

ここで もやは り普遍的な縮減の趨勢は認め られず、先行研 究の結論が支持 されている。

前述の16か 国にデ ンマークとフィンラ ンドを加 えた18か 国の うち、1980年 代か ら1990

年代にかけて社会支出の純減 を経験 したのはオランダとアイルランドの2か 国のみであ り、

13か 国で生 じた社会支出の増加 はとりわけ保守主義的 レジームで顕著だった。他方で、給

付の寛大 さについては7か 国で純減が確認 され、疾病給付 も半数の国で削減 されている。

こうした特定分野 における縮減は、現代福祉国家が現金給付 を抑制す る一方で、社会サー

ビスを重視す ることを反映 している。公的医療支出に占める現金給付 の割合が減少 してい
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ることも、サービスの重要性の高 まりを示 している。

こうした趨勢分析に続いて、第2章 で推定された統計モデルによって社会支出が予測 さ

れ る。 たとえば、 ノルウェーの政策選好 をア メリカの水準 に設定する と、1997年 の ノル

ウェーの社会支出 には7%ポ イン トの減少 とい う劇的な変化が生 じる。すなわち、か りに

ノルウェー人がアメリカ人と同様の政策選好 を発達 させた としたら、縮減 は現実の もの と

なる可能性がある。 また ドイツの場合、ノルウェーの政策選好の水準 を代入す ると1%ポ

イン トの社会支出の増加、アメリカの政策選好 の水準を代入する と5%ポ イン トの社会支

出の減少が、それぞれ予測される。裏を返せば、政策選好は福祉国家の変化 を抑制す る効

果 を持 ち、福祉国家の存続傾向に寄与 しているのである。

次に第4章 では、縮減に代わって研究者の注 目を集めるようになった、国家間の収敏の

問題が検討 される。福祉国家の収敏傾向の存在 は、主 として二つの立場か ら主張 されて き

た。第一 に、収敏理論の復権 をめ ざす 「新 しい近代化論」 によれば、経済発展や人口学的

変化 といった国内の要因こそが収敷傾向の背後 にある中心的機制であ り、豊かな福祉国家

は必然的 に類似性 を高め る。第二 に、国家間の機制 としての欧州連合(EU)を 重視する

論者によれば、EUは 各国の財政規律 を強化 し、高水準 の社会給付の持続を困難に してきた。

EUは 政府による規制や支出に関 して、市場志向のアプローチを採用することで、ヨーロッ

パの福祉国家の収敏 を促進 して きたのである。

こうした収敏傾向の検証は、次の ような三つの次元で構成 される。一つ 目は国家間の差

異であ り、これは新 しい近代化論の焦点である。二つ 目はレジーム間の差異であ り、これ

は権力資源論の焦点である。三つ 目はレジーム内の差異であ り、これは特定のレジームに

属す る福祉 国家のあいだの変動 を意味す る。分析的に区別 された三つの水準について、そ

れぞれ社 会支出の標準偏差が算 出され、1980年 代 と1990年 代 における通時的変化が検討

される。

趨勢分析の結果、国家 間の差異はやや縮小 しているものの、 レジー ム間の差異はほとん

ど縮小 していない とされる。他方で、 レジーム内の収敏は三つの レジームのすべてにおい

て確認 される。すなわち、福祉国家の控 えめな収敏傾向は、主 として レジーム内の収敏の

産物だったのである。そ して、 レジーム間の分岐 は基本的に維持 されてお り、その差異の

大部分 は政策選好に よって説明 される。それぞれの レジーム内の類似性は高 まっているも

のの、各国が低水準 の社 会給付 を採用することで単一の レジームが出現 しつつある、 とい

うような兆候は認め られない。ブルックスとマ ンザが指摘するように、EUの 発展 と寛大

な福祉国家の維持は十分 に両立可能なのである。
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4政 策選好の規定要因

本書の大部分が政策選好の効果の分析 に充てられているのに対 して、第5章 は政策選好

の起源に焦点 を絞 り、その安定性の原因を探 っている。先行研究において、政策選好は自

己利益の計算の結果であ り、個 人はたえずみずか らの選好を更新する と主張する立場が存

在 した。 こうした 「経済学的アプローチ」への対抗仮説 として、ブルックス とマ ンザは 「埋

め込まれた選好 アプローチ」を提出す る。 これによると、経済的要因は政策選好 にある程

度は関連 しているが、唯一の規定要 因ではない。ここでは、政策選好の三つの主要な源泉

として、個人の社会的位置に対応 した利害、言説的コミュニティへの参加、福祉 国家の建

設にかかわる集合的記憶が挙 げられている。

経済学的アプローチが政策選好の周期的趨勢 と短期的変動 を期待するのに対 して、埋め

込 まれた選好アプローチは要因の複数性 と非経済的要因の相対的重要性 を強調 し、政策選

好の長期的安定性 を予測する。両者を検証するために、ここでの分析 は個人 レベルの政策

選好 を従属変数としている。対象は、総合的社会調査(GSS)の ような一国単位の反復調

査のデータが利用可能な、アメリカ、スウェーデン、ノルウェー、オランダの4か 国である。

結論 としては、経済学的アプローチは棄却 され、埋 め込 まれた選好アプローチが支持 さ

れる。少な くともここでの分析によると、政策選好 を特徴づけるのは周期的変化ではな く、

高い安定性である。 また国民経済や家計状況に対する個人の評価 は、政策選好にまった く

影響 しないわけではないが、その効果はかな り小 さい。アメリカでは人種 と教育制度、ス

ウェーデ ンでは階級 と教育制度が、それぞれ政策選好 を強 く規定 していることが示 されて

お り、短期的には変化に乏 しいこの種の要因こそが、国 レベルの世論の慣性傾向に寄与 し

ている。政策選好 は社会的に埋め込まれてお り、こうした政策選好の安定性 こそが、福祉

国家の縮減圧力 に対す る防波堤なのである。

5考 察と課題

本書の序論において、2001年 の時点で社会民主主義的 レジームではGDPの27%が 社会

支出に充て られてお り、 この数字 は自由主義的 レジームでは17%、 保守主義的 レジームで

は26%に なるとい う統計が紹介 されている。 この点は第7章 で も詳説 されてお り、現金

給付 と現物給付の合計を具体的に示す と、保守主義的 レジームでは一人当た り7,805ド ル、

社会民主主義的 レジームでは一人当た り8,716ド ル、 自由主義的レジームで も一人当た り

5,260ド ルに上る とされる。
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福祉国家はさまざまな圧力 にさらされ なが らも、 こうした莫大な社会支出を遂行 してき

た。他方で、福祉国家のあいだに大 きな差異が存在するということも事実である。本書の

意義は、世論 という変数 によってこの差異を説明 し、先行研究が迂回 して きた世論の効果

の実証に取 り組んだことにある。以下では本書で展開 された分析の特徴や魅力について論

じるとともに、本書 を契機 として新たに浮上 してきた課題 を挙げることで、総括 を試みる。

第一に、本書の主要な関心が、国 レベ ルの政策選好の差異によって社会支出の規模の差

異を説明することにある とい う前提 を、改めて確認 してお きたい。 とい うのは、 ヨーロッ

パの社会学でも福祉 国家への支持や再分配に対す る態度は非常 に人気のある主題であ り、

個人 レベルの政策選好 を従属変数 とす る計量分析が蓄積 されているのに対 して、本書の大

部分は国 レベルの分析 を展開するもので、あ くまで も独立変数 としての政策選好の効果に

焦点を合わせてい るか らである。政策選好の規定要因に関す る先行研究があまり参照され

ていない ことも、本書が権力資源論や新制度論 といった、福祉国家の差異を説明す る研究

の系譜に連なっていることの証左 だといえる。

第二に、本稿でも紹介 したように、本書は統計モデルを用いた事後 シミュ レー ションを

活用 してお り、やや冗長 とも思われるほど、多 くの図を駆使 して予測の結果 を示 している。

計量分析 を正確に理解す るうえで、その方法についての知識が重要であることは言 を侯 た

ない。他方で計量分析に携わる側 としては、読者の理解に支障を来す ことのない よう、可

能なか ぎり丁寧な記述に努める必要がある。統計モデルが どのように挙動するのかを図示

することは、分析結果に基づ く議論の説得力 を増すこ とにもつながる。紙幅に制約のある

論文で図を羅列することは必ず しも容易でない と思われるが、本書は分析結果を視覚化す

るこ との重要性に改めて気づかせて くれる。

第三に、本書では政策選好が社会的に埋 め込 まれた ものであ り、通時的変化に乏 しい と

い うことが、福祉国家の存続を説明す る際の鍵になっている。 しか し、政策選好の安定性

が示 されたのは1980年 代 と1990年 代 という限定 された期 間についてのみである。すなわ

ち、本書で展 開されているのは先進国がすでに制度 を確立 した時代の分析 なのであって、

政策選好の安定性が どこまで一般化で きるものなのかは予断を許 さない。比較可能 なデー

タの不足については本書で もたびたび言及 されているものの、本書で用い られたデータは

対象 となっている期間が短 く、 しか も調査が実施 された特定の時点の情報に依拠 している

ため、今後 も継続的な検証や追試が必要だ といえる。

最後 に、今後の福祉国家の展望 について言及 してお く。本書で得 られた知見を是 とす る

ならば、世論の基盤 となっている社会的要因に変更 を加 えることで、政策選好に影響 を及

ぼ し、福祉 国家の軌道を修正す ることがで きるか もしれない。実際、第7章 で展開される
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本書の結論は、政策選好の変化が将来の福祉国家にもた らす効果の予測で締 め くくられて

いる。ただ し本書では、 この種 の変化が実際 に起 こる可能性 はあま り高 くない とも指摘 さ

れている。政策選好が社会的に埋め込まれたものである以上、それを変化 させることは容

易でない。政策選好が安定 している という事実は、福祉国家の頑健性 を担保す ると同時 に、

現状 を変えることの難 しさを示 してもいる。

本書では、なぜ国 ごとに政策選好の水準が異 なるのか とい う根本的な問題については、

十分に論 じられていない。福祉 国家への支持の強弱が社会支出の規模 の大小 に対応 してい

るという点については繰 り返 し強調 されるが、そうした国 レベルの政策選好の差異をもた

らす要因は明 らかでない。本書でその重要性が指摘 されていなが ら、実際には検証 される

ことのなかった集合的記憶 という概念 を、 どのように操作化す るのか という問題 も残 され

ている。本書が大 きく発展 させた政策選好の効果の研究は、政策選好の規定要因の研究 と

対 をな している。 それぞれの研究を深化 させ なが ら、福祉国家 と政策選好の因果モデルを

精緻化 してい くことが今後の課題 だといえる。
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